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4１．はじめに（概要）

◼ 第48回本委員会において、前日スポット市場の取引前に更新された広域予備率を基に需給注意報
の発出を検討することを目的として、2024年度から翌々日断面における広域予備率の算出・公表
を実施することを整理している。

◼ この際、「週間計画を更新する形の計画提出方法をベースに具体的な検討を進める」としていた。今
回、この具体的な運用に関する整理についてご報告する。

◼ また、第79回本委員会において、需給ひっ迫時における情報発信の重要性の高まりから、週間断面と
比較して気象予測等の精度が向上する翌々日断面においては、翌日計画と同様に48点での広域
予備率を算出・公表を目指す必要性を考慮する必要がある点について整理している。

◼ このため、2025年度からは48点での広域予備率を算出・公表を目指す方向性に関してもご議論い
ただきたい。



（参考）翌々日計画に関する整理状況について（１／４） 5

第48回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2020年2月18日）資料2-1
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第48回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2020年2月18日）資料2-1

（参考）翌々日計画に関する整理状況について（２／４）
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第50回電力・ガス基本政策小委員会（2022年5月27日）資料4-1

（参考）翌々日計画に関する整理状況について（３／４）
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第79回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年11月22日）資料4

（参考）翌々日計画に関する整理状況について（４／４）
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10２．（１）実施方法について

◼ 2024年度から開始する翌々日計画は、週間計画を更新する形で実施することが整理されている。

◼ 具体的には、BGは需要調達計画、発電販売計画及び需要抑制計画（以下、BG計画）を、一般
送配電事業者は供給区域の需要及び供給力並びに調整力に関する計画（以下、調整電力計画）
を更新期限までに週間計画の当該日の計画を更新（期限までに更新がない場合は、週間計画を
翌々日計画として採用）することとし、広域機関はこれらの更新された計画値を使用して広域予備率
を算出し、公表することとする。

◼ 具体的な運用のイメージ（2024年4月1日（月）分）は下図のとおりとなる。

◼ なお、週間計画１週目の土曜日は、週間計画公表日の木曜日に翌々日計画も公表することとなるた
め、週間計画と同一の内容を翌々日計画として公表する。

＜具体的な運用のイメージ（2024年4月1日（月）の翌々日計画公表イメージ）＞

週間計画 翌々日計画

日時
3/27(水） 3/28（木） 3/30(土)

10時 17時頃 18時頃 10時 17時頃 18時頃

内容
BG計画
提出期限

調整電力計画
提出期限

広域予備率等
公表

BG計画
更新期限

調整電力計画
提出期限

広域予備率等
公表

BGが更新
一般送配電事業者が

更新
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12２．（２）翌々日計画の蓋然性チェックについて

◼ 前述のとおり、翌々日計画については必要に応じて週間計画を更新する形の運用を想定している。週
間断面から翌々日断面にかけては、一般的に気象予測等の精度が向上することから、計画値の精度
も向上すると考えられるため、翌々日断面において各事業者が適切に計画値を見直す必要がある。

◼ このため、2024年度の翌々日計画の運用開始後、各事業者の翌々日計画（更新がなかった場合
は週間計画）の蓋然性を確認する。

◼ 確認の結果、計画値の蓋然性に疑義が生じた場合は、想定方法並びに改善方法について事業者
から聞き取りを実施する。

◼ なお、2024年度以降、一般送配電事業者は発電計画における発電上限値によって電源の余力を
把握することとなるため、発電上限値を適切に提出してもらう必要がある。2024年度以降の計画提
出に関しては別途説明会を実施する。

＜現状と2024年度以降の余力把握に関する相違点（イメージ）＞

現状（2023年度末まで） 2024年度以降

発電計画値

発電上限値
余力

調整力契約に基づき
一般送配電事業者
が把握

発電計画値

発電上限値
余力

発電計画における発電
上限値によって一般送
配電事業者が把握
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◼ 2024年度は前述のとおり週間計画を更新する形とするものの、需給ひっ迫に関する情報発信の必要
性が高まっている点などを考慮し、2025年度以降、翌日計画と同様に48点の広域予備率を算出・
公表することとしたい。

◼ また、これに伴い、2025年度以降BG及び一般送配電事業者は、翌々日計画として新たに48点
のBG計画・調整電力計画を提出することとしてはどうか。

◼ 計画提出から広域予備率公表までの流れや計画提出に使用するフォーマット等は翌日計画と同等の
ものを想定している。

◼ 12スライドに記載のとおり、詳細な内容は事業者に対して説明会を実施したり、広域機関HPに資料
を掲載することで周知することを予定している。

◼ なお、週間計画の48点化については、翌々日計画と比較して実需給までの変動も大きく、48点化に
対する具体的な必要性がまだない一方、実施にあたってはシステムも含めた事業者の業務負荷が多く
なることから、具体的な必要性に応じて検討することとしたい。

３．2025年度以降の翌々日計画について



15（参考）翌日計画におけるフォーマット（発電販売計画の例（１／２））

発電計画等受領業務ビジネスプロトコル標準規格(計画値同時同量編)(Ver.3A)記載要領



16（参考）翌日計画におけるフォーマット（発電販売計画の例（２／２））

発電計画等受領業務ビジネスプロトコル標準規格(計画値同時同量編)(Ver.3A)記載要領
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＜全体スケジュール＞

翌々日計画
週間計画を更新する形で計画提出

2022年度末頃

週間計画２点更新
事業者準備期間

◼ 2024年度以降開始の翌々日計画の運用ついて整理した。

◼ 具体的には、2024年度からは週間計画と同様に最大需要時、最小予備率時の2点の広域予備
率を算出・公表するため、BG及び一般送配電事業者は週間計画を締切日時までに更新することと
する。

◼ また、2025年度からは前日・当日計画と同様に48点の広域予備率を算出・公表するため、BG及
び一般送配電事業者は新たに48点のBG計画・調整電力計画を締切日時までに提出する。

◼ なお、週間計画の48点化は具体的な必要性に応じて検討することとしたい。

４．まとめ

2025年4月
翌々日計画
運用開始

48点計画提出
事業者準備期間

2024年4月
翌々日計画
運用開始

翌々日計画
48点で計画提出

翌々日計画
運用開始に関す
る事業者説明会

広域機関

事業者

翌々日計画48点で
広域予備率算出・公表

翌々日計画
2点で広域予備率算出・公表
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◼ 前回（第79回）ご報告させていただいた非調整電源の発電上限値の入力について、ご意見も踏ま
えて、下限値の入力の適正化も含めたメール、HP掲載通じた周知を開始。

◼ 今後、一部事業者に個別のヒアリングなどと通じて、システム上の変更など事業者側の対応について確
認するとともに、現在も個別に多くのお問い合わせをいただいていることから、順次ご回答の上対応を
行っている。

◼ なお、年明け以降計画提出の適正化の活動の一環として、引き続き発電上限下限値の入力への対
応をフォローしていく。

（参考）非調整電源の発電上下限値の入力方法について


